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２Ａ１０ 
パラダイム変化を反映した非鉄金属工業の技術スピルオーバ構造変化 
企業内・技術内スピルオーバと企業間・技術間スピルオーバの相互誘発 

 
 

○中川 正広（科学技術振興機構）、渡辺 千仭（東工大社会理工学） 
 
 
1. 序 
1.1. パラダイム変化と技術スピルオーバ

構造 
経済のサービス化が進む今日、i-Phone やグーグ

ル、i モードのような魅力的なサービスが新たに

生まれている。また、web2.0 には、事業者からの

一方的な情報提供ではなく、利用者が参加して成

立する双方向のサービスという性質がある。いう

までもなく、このようなサービスの成立と発展は、

情報通信ネットワーク基盤の発展、とくにブロー

ドバンド技術に負うところが大きい。ところで、

情報通信ネットワーク基盤は、光ファイバや化合

物半導体のような材料技術に依存しているため、

材料技術のイノベーションなくして web 2.0 はあ

りえなかったといえる。一方で、サービスイノベ

ーションは、材料技術に対して開発の指針となる

ことで、材料技術のイノベーションを主導してき

た。このような、サービスイノベーションと材料

イノベーションの相互作用を考えると、ポスト情

報化社会においても材料技術のイノベーション

は重要な役割を果たすと考えられる。今、材料技

術イノベーションの構造変化を解明することは、

意義深いことである。 
情報技術のイノベーションを主導する材料は、

光ファイバ、光通信あるいは携帯電話ネットワー

ク用化合物半導体レーザ、携帯電話用 IC、リチウ

ム電池など非鉄金属工業の企業から多く生まれ

ている。したがって、本研究では日本の非鉄金属

工業の製品、中でも化合物半導体材料に焦点を当

てて実証分析を行う。 
化合物半導体は、ガリウム砒素(GaAs)やインジ

ウム燐(InP)に代表される比較的バンドギャップ1

の狭いもの（以下 NB 型という）のグループとガ

リウム窒素(GaN)のようにバンドギャップの広い

もの（以下 WB 型という）のグループに分類され

る。それぞれのグループは、製造方法や応用にお

いても共通のものをもつ。それぞれの性質を表 1
に整理する。 

                                                  
1 半導体の性質の一種。バンドギャップが狭いと発光波長が長く

（赤、赤外）、広いと短くなる（青、紫、紫外）。発光色が決まる。 

表 1 NB 型、WB 型化合物半導体の材料と性質 
ﾊﾞﾝﾄﾞｷﾞｬｯﾌﾟ NB 型（狭い） WB 型(広い) 
主要材料 GaAs, InP, GaP ZnSe, GaN, 

AlN 
発光色 赤 － 赤外 青 － 紫外 
応用製品 光通信, 

CD,DVD 
ﾌﾞﾙｰﾚｲ用ﾚｰｻﾞ 

主な基板製法 融液固化 気相堆積法 
 
化合物半導体の開発については住友電工(SEI)

が事例研究の適切な対象である。SEI は 20 年以上

にわたって GaAs 基板の世界トップシェアを維持

している。また、その事業化は企業化精神を鼓舞

する独特の企業風土と、開発室という企業内ベン

チャー制度が功を奏したものであり（広田 1994, 
1995）、SEI も研究開発の成功例と自認している。 

SEI の化合物半導体を事例にした技術スピルオ

ーバの構造は、3 種に分けられる（中川、渡辺 2007）。
第 1 は、1980 年代に主流であった GaAs から InP
他の化合物半導体への製造技術のスピルオーバ

である。これは、同じ企業・同じグループの研究

者が日常の研究活動の中で GaAs の研究開発で得

た製造技術を InP など他の化合物半導体にスピル

オーバしたものであり、NB 型半導体の製造技術

という一技術領域内、一企業内のスピルオーバで

ある。第 2 は、1990 年代に見られる ZnSe 製造技

術から GaN 製造技術へのスピルオーバである。こ

れは一企業内で異なる技術領域間のスピルオー

バであるが、1990 年代は技術スピルオーバが縮小

した時代である(Nakagawa and Watanabe 2007)。
2000年代初頭に見られる第3の技術スピルオーバ

構造は SEI の GaN 基板技術とソニーの GaN 薄膜

レーザ技術を融合させた企業間・技術領域間にま

たがる技術スピルオーバである（中川、渡辺 2007）。 
ここに示された技術スピルオーバの構造を組

織の視点で見ると、企業内部でスピルオーバする

ものと、企業間にわたってスピルオーバするもの

に分けられる。同様に、技術領域に着目すれば。

技術領域内にとどまったスピルオーバと、技術領

域を越えて起きるスピルオーバに区分すること

ができる。2 種の分類を組み合わせると、技術ス

ピルオーバ構造は、次の 4 種に分類できる。 
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(i) 企業内・技術内スピルオーバ 
 同一企業内で同一技術領域内での技術スピ

ルオーバ 
(ii) 企業内・技術間スピルオーバ 
 同一企業内で異なる技術領域間の技術スピ

ルオーバ 
(iii)企業間・技術内スピルオーバ 
 異る企業間での同一技術領域内の技術スピ

ルオーバ 
(iv) 企業間・技術間スピルオーバ 
 異る企業間、異なる技術領域間の技術スピル

オーバ 
 

図 1 に 4 種類のスピルオーバ構造を整理して示す。 
 

 技術領域内 技術領域間 
企業内 (i)企業内・技術内 

スピルオーバ 
(ii)企業内・技術間 

スピルオーバ 
企業間 (iii)企業間・技術内ス

ピルオーバ 
(iv)企業間・技術間 

スピルオーバ 
図 1. 企業・技術領域による技術ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞの 2 次元構造． 
 
図 1 に示した技術スピルオーバ構造について

SEI の化合物半導体開発の事例を挙げると図 2 の

ように表される。
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図 2. 2 次元技術スピルオーバ構造の SEI における事例． 
 
1.2. パラダイム変化に伴う技術スピルオ

ーバの範囲の拡大 
これらの 4 種の技術スピルオーバ構造を比較す

ると、それぞれの構造は、特定の社会・経済シス

テムとの相関がある。 
(i)の GaAs と InP の企業内・技術内スピルオー

バは 1980 年代の工業化社会に特徴的なものであ

る。この時代の化合物半導体材料の開発成果を受

けて、情報化社会となった 1990 年代に光通信用

レーザの開発が行われたが、これには、(ii)GaAs
基板から光通信用レーザへの企業内・技術間スピ

ルオーバが重要な役割をはたした。2000 年代に入

ってブロードバンド情報通信が普及し、web2.0 が

注目されるようになると、ブルーレイなどに使用

される青色レーザとして GaN レーザ用基板が開

発された。2001 年から 2003 年にかけて、SEI と
ソニーは集中的に GaN レーザと GaN 基板につい

て特許の共同出願を行っているが、これは企業

間・技術間スピルオーバである。なお、(iii)企業

間・技術内スピルオーバの事例がないのは、同じ

技術を持つ企業は、少なくとも潜在的には競合関

係にあることが要因と考えられる。 
工業化社会から情報化社会、ポスト情報化社会

にパラダイムが変化するとともに技術スピルオ

ーバの範囲が拡大することはすでに実証分析さ

れているが（中川、渡辺 2007）、これは、言い換

えると、企業内・技術内スピルオーバから企業

間・技術間スピルオーバへとスピルオーバの範囲

を拡大してきたということができる。 
 
2. 仮 説 
2.1. 企業間・技術間スピルオーバによる企

業内・技術内スピルオーバの誘発 
図 2 に見る(i)GaN→AlN の窒化物基板技術の企

業内・技術内スピルオーバは、GaN 基板と GaN
レーザの企業間・技術間スピルオーバによるブル

ーレイ用 GaN レーザ基板の開発（2003）の後に起

こっている。この、技術スピルオーバは開始され

たばかりであるが、特許出願の増加から、将来の

技術開発の発展が期待される。 
企業間・技術間スピルオーバによって自社内に

獲得した技術が、社内で新しい企業内・技術内ス

ピルオーバを生み出したと考えると、次の仮説 1
を提示することができる。 

 
仮説 1．企業間・技術間スピルオーバは企業内・

技術内スピルオーバを誘発する。 
 

2.2. 外部技術と内部技術の共進・融合 
SEI とソニーの GaN 基板、レーザに関する集中

的な特許の共同出願は、2001 年から 2003 年に限

られており、その後はこの 2 社による GaN レーザ

に関する共同出願は行われていない。 
研究が行われていた期間は、企業間・技術間ス

ピルオーバによる基板とデバイスの技術は組織

を跨って共進していたが、2004 年以後も SEI の
GaN デバイス、GaN 基板の開発を行っている。こ

れは、企業間で起こったデバイス技術と基板技術

の共進が、SEI 社内に場を移して共進したと考え

ることができる。ここから、次のように仮説 2 を

おくことができる。 
 
仮説 2.  社外から獲得した技術は、社内の技術

と共進・融合する。 
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3. 実証分析 
3.1. 企業間・技術間スピルオーバによる企

業内・技術内スピルオーバの誘発 
図 4 に、2001 年から 2006 年までの SEI の窒化

物化合物半導体の特許出願件数を示す。 
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図 4．SEI の窒化物半導体基板の特許出願件数 
(2001-2006). 
a2006 年の値は 1-6 月の出願を 2 倍した。 
 
図 4 に示すように、GaN 以外の基板の特許出願

が共同研究終了後に出願されはじめ、GaN 基板の

特許出願と同時に増加している。SEI の企業内部

で GaN から AlN, AlGaN, AlGaInN へと技術がスピ

ルオーバした時期が共同研究の終了後であるこ

とを示している。これは企業内・技術内スピルオ

ーバである。次に、表 1 に、2004 年から 2006 年

6 月までの 2.5 年間の SEI からの AlN, AlGaN, 
AlGaInN 基板の特許出願を示す。 

 
表 2 SEI の AlN, AlGaN, AlGaInN 基板の特許出

願 (2004-2006 年 6 月) 
2004 2005 2006 (Jan. - Jun.)

JP, 2004-148137a,b JP, 2005-114388a,b JP, 2006-106532a

JP, 2004-161762a JP, 2005-149690a JP, 2006-107600a

JP, 2004-161763a JP, 2005-162654a JP, 2006-127443b

JP, 2004-162756a JP, 2005-174864 JP, 2006-148663a

JP, 2004-163500a JP, 2005-183111a,b JP, 2006-45523a

JP, 2004-167377a JP, 2005-2970b JP, 2006-50256a,b

JP, 2004-195506a,b JP, 2005-316956a,b JP, 2006-60999
JP, 2004-195507a,b JP, 2005-347648a JP, 2006-66536
JP, 2004-228032a,b JP, 2005-360391a,b JP, 2006-79063b

JP, 2004-241232a,b JP, 2005-360621a,b JP, 2006-8287a,b

JP, 2004-241269a,b JP, 2005-4142a,b JP, 2006-89897
JP, 2004-290515a JP, 2005-62789a

JP, 2004-290591a JP, 2005-63547a,b

JP, 2004-293844a,b
 

aGaN デバイス研究者による特許出願 
bGaN 基板研究者による特許出願 
 

表 2 から、AlN, AlGaN, AlGaInN 基板の特許出願

の 50％が GaN 基板の研究者によって行われたこ

と、および 80％以上の特許が GaN デバイスの研

究者によって出願されたことがわかる。すなわち、

AlN, AlGaN, AlGaInN 基板の技術には GaN 基板か

らスピルオーバ（技術内）と GaN デバイスからの

スピルオーバ（技術間）の両方が寄与している。

こ GaN デバイスはソニーとの共同出願から SEI
にもたらされたと考えられるから、これは企業

間・技術間スピルオーバから企業内・技術内スピ

ルオーバを誘発したものであるということがで

きる。これによって、 
仮説 1．「企業間・技術間スピルオーバは企業内・

技術内スピルオーバを誘発する」は確認された。 
 

3.2. 外部技術と内部技術の共進・融合 
次に、企業間・技術間スピルオーバが企業内・

技術内スピルオーバを誘発するメカニズムを分

析する。表 2 で、デバイス技術と基板技術の研究

者の両方は発明に関わっている特許が 15 件ある

が、このことは SEI の中でデバイス技術と基板技

術が融合していることを示唆している。 
図 3 に SEI の窒化物半導体基板とデバイスの特

許出願の推移を示す。 
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図 3. SEI の窒化物半導体基板、デバイスの特許出

願件数の推移（1994-2006）． 
a累積件数 
b2006 年の値は 1-6 月の出願を 2 倍した。 
 
図 3 は、SEI の GaN 基板とデバイスの特許出願

が共同研究の開始された 2001 年に急増したこと

を示しているが、2003 年の共同研究終了以後も基

板の特許と同様に出願が増加していることをも

示している。これは、共同研究期間中には企業

間・技術間で共進していた基板とデバイスの技術

が、共同研究終了後には企業内に場を移して共進

を継続したことを示す。 
次に、表 3 に、SEI の代表的な一人の窒化物半

導体の研究者の 2001 年から 2006 年 6 月までの特

許出願を技術領域別に整理する。 
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表 3 SEI の代表的窒化物半導体研究者の特許出願 
(2001-2006 年６月) 

 
 

表 3 は、同一の研究者が同時に基板とデバイス

の特許を出願したことを示している。これは、SEI
の内部で、基板とデバイスの技術が不可分のもの

として融合したことを示している。これによって 
仮説 2. 「 社外から獲得した技術は、社内の技

術と共進・融合する」は確認された。 
 
ここで、外部技術が内部技術と融合する条件に

ついて考察する。化合物半導体基板の開発には、

電気的性質を確認するために単純な構造のデバ

イスを作成するプロセスがある。したがって単純

な構造ではあるが、基板の研究者はデバイスの経

験をもっているのが普通である。外部技術が内部

技術と共進・融合するのは、自社に外部技術の受

け入れ能力があり、外部技術が内部技術を補完す

るときである。このことは、補完性のない技術と

の共同開発と比較することで確認される2。 
 
4. 結 論 
4.1. 総 括 
本研究は、技術経済の視点から、企業が自らの

MOT をシステマティックに分析する実用的手法

の開拓を試みたものである。そのなかで、材料技

術とデバイス技術のスピルオーバ構造の変化か

ら、次の新しい知見が得られた。 
 
① 企業間・技術間スピルオーバは、外部技術

と内部技術が融合した後、企業内・技術内

スピルオーバを誘発する。 
② 企業内・技術内スピルオーバと企業間・技

術間スピルオーバは、お互いを誘発する。 
③ 外部から獲得した技術は社内の技術と共進、

融合する。 
④ 外部技術と内部技術が融合するのは、企業

に、外部技術を受け入れる能力があり、外

部技術が内部技術を補完できるときである。 
 
4.2. 素材産業の技術経営戦略への示唆 
材料技術のイノベーションを活性化するため、

                                                  
2 たとえば、SEI と日新電機の 1987 年から 88 年にかけての薄膜

半導体製造装置の特許共同出願 

企業の技術マネージャは、外部資源を活発に利用

するように組織として体制を整えることが望ま

しい。外部技術と内部技術の補完性と新たな企業

内スピルオーバ誘発の可能性を考慮すべきこと、

新規の技術開発を行う際には、4 タイプの技術ス

ピルオーバ構造を活用すべく、内部および外部か

ら研究者を集めることが望ましい。 
 

4.3. 課 題 
今後は、材料のほか、サービス、機器のイノベ

ーションについての比較研究が、三者の共進につ

いてさらに深い理解を可能にすると期待される。

また、スピルオーバ構造の相互誘発は、技術スピ

ルオーバの範囲が拡大と縮小を繰り返している

か可能性を示しているが、これについてもさらに

深い分析が期待される。 
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